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三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例 

 

飲酒運転による事故から県民一人ひとりの命を守りたい。これは、誰もが願う切実

な思いである。しかし、法律による厳罰化が進み飲酒運転に対する社会的非難が高ま

っているにもかかわらず、県内においてもいまだ飲酒運転による事故はなくならず、

大切な命がこの本来防ぐことができる事故により奪われている。 

私たちは、飲酒運転の根絶のためには、法律による厳罰化という外形的な対応だけ

ではなく、規範意識の定着や再発防止という内面的な観点からの取組が必要であると

考える。そして、規範意識の定着のためには教育機関等による教育及び知識の普及を、

また再発防止のためには特にアルコール依存症に意識を向けることを、実効性ある施

策の具体的な取組として掲げる。 

また、飲酒運転の根絶のためには、公務に携わる者が率先して取り組むことはもち

ろん、県民一人ひとりが飲酒運転は大切な命を奪う重大な事故の原因となることを深

く認識するとともに、飲酒運転をしない、させない、許さないという強い自覚を持っ

て取り組むことが重要である。 

ここに、私たちは、規範意識の定着及び再発防止という観点からの取組を中心に、

県、県民等が一致協力し飲酒運転を根絶するための取組を行うことにより、一日でも

早く飲酒運転が０
ｾﾞﾛ

となることに願いを込め、この条例を制定する。 

 

 （目的） 

第一条 この条例は、飲酒運転の根絶に関し、県の責務並びに県民及び事業者の努力

を明らかにするとともに、基本的な計画の策定、教育及び知識の普及、アルコール

依存症に関する受診義務その他必要な事項を定めることにより、飲酒運転の根絶に

関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって県民が安心して暮らすことのでき

る社会の実現に資することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 一 飲酒運転 酒気を帯びて自動車等を運転する行為 

 二 自動車等 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第二条第一項第九号に規

定する自動車、同項第十号に規定する原動機付自転車及び同項第十一号の二に規

定する自転車 

 三 飲食店営業者 酒場、料理店その他酒類を専ら自己の営業場において飲用に供
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することを業とする者 

 四 酒類販売業者 酒税法（昭和二十八年法律第六号）第九条第一項の規定により

酒類の販売業免許を受けた者 

 （県の責務） 

第三条 県は、飲酒運転の根絶に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

２ 県は、県民、事業者等が行う飲酒運転の根絶に関する取組に関し、必要な支援を

行うものとする。 

 （県民の努力） 

第四条 県民は、飲酒運転の根絶に関する取組を自ら進んで行うよう努めるとともに、

県その他の者が行う飲酒運転の根絶に関する施策又は取組に協力するよう努める

ものとする。 

 （事業者の努力） 

第五条 事業者及び事業者団体は、その事業の特性を踏まえつつ、飲酒運転の根絶に

関する取組を行うよう努めるものとする。 

２ 飲食店営業者は、前項の取組を行うに当たっては、酒類の提供を受ける者が提供

された場所から移動するに際して、飲酒運転が行われないよう特に配慮するよう努

めるものとする。 

３ 酒類販売業者は、第一項の取組を行うに当たっては、酒類を購入する者が購入し

た場所から移動するに際して、飲酒運転が行われないよう特に配慮するよう努める

ものとする。 

 （基本計画） 

第六条 知事は、飲酒運転の根絶に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

飲酒運転根絶に関する基本的な計画（以下この条において「基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 次条に規定する教育及び知識の普及に関する事項 

 二 第八条に規定する再発防止のための措置に関する事項 

 三 第九条に規定する受診義務に関する事項 

 四 前三号に掲げるもののほか、飲酒運転の根絶に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを議会に報告

するとともに、公表しなければならない。 
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４ 知事は、毎年一回、基本計画に基づく施策の実施状況について議会に報告すると

ともに、これを公表しなければならない。 

 （教育及び知識の普及） 

第七条 県は、飲酒運転の根絶に関する教育及び知識の普及のために必要な措置を講

ずるものとする。 

２ 小学校、中学校、高等学校その他の教育機関は、その性格に応じた飲酒運転の根

絶に関する教育を行うよう努めるものとする。 

 （再発防止のための措置） 

第八条 県は、飲酒運転をした者に対し、飲酒運転の再発防止のための教育その他必

要な措置を講ずるものとする。 

 （受診義務） 

第九条 県内外において道路交通法第百十七条の二第一号又は同法第百十七条の二

の二第三号の違反行為をした県民（以下この条において「飲酒運転違反者」という。）

は、知事が指定する医療機関において、アルコール依存症に関する診断を受け、知

事に対し、当該診断を受けた旨を報告しなければならない。ただし、既にアルコー

ル依存症と診断されている者その他の三重県規則で定める者については、この限り

でない。 

２ 知事は、三重県規則で定めるところにより、飲酒運転違反者に対し、前項に規定

する受診及び報告を行うべき旨並びに当該受診及び当該報告の期限を通知するも

のとする。 

３ 知事は、前項に規定する通知を受けた飲酒運転違反者が同項に規定する報告の期

限までに第一項に規定する報告をしないときは、当該飲酒運転違反者に対し、同項

に規定する受診及び報告を行うよう勧告をすることができる。 

４ 飲酒運転違反者の家族等は、当該飲酒運転違反者が第一項に規定する受診及び報

告をしないときは、当該飲酒運転違反者に対し、同項に規定する受診及び報告を行

うよう促す等適切な対応に努めるものとする。 

５ 知事は、医療機関の指定等第一項に規定する事務に必要となる事項を定めるもの

とする。 

６ 公安委員会は、知事に対し、第二項に規定する事務に必要となる飲酒運転違反者

の情報の提供を行うものとする。 

７ 第一項に規定する診断を行った医療機関は、診断の結果、アルコール依存症と診

断された者に対し、アルコール依存症の治療に関し、積極的に助言及び指導を行う

よう努めるものとする。 
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 （相談） 

第十条 県は、飲酒運転をするおそれのある者及びその家族等からの相談に応じるた

めに必要な措置を講ずるものとする。 

 （情報の提供等） 

第十一条 県は、県民、事業者等が行う飲酒運転の根絶に関する取組に資するため、

飲酒運転の状況に関する情報の収集、整理及び分析を行い、適宜、その結果の提供

を行うものとする。 

 （推進運動の日） 

第十二条 県民の間に広く飲酒運転の根絶についての理解と関心を深めるようにす

るため、三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす推進運動の日を設ける。 

２ 三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす推進運動の日は、十二月一日とする。 

３ 県は、三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす推進運動の日には、その趣旨にふさわしい行事

が実施されるよう努めるものとする。 

 （表彰） 

第十三条 知事は、飲酒運転の根絶に関し顕著な功績があると認められる県民等に対

し、表彰を行うことができる。 

 （委任） 

第十四条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、三重

県規則、三重県教育委員会規則又は三重県公安委員会規則で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成二十五年七月一日から施行する。ただし、第九条の規定は、平

成二十六年一月一日から施行する。 

 （調整規定） 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日が道路交通法の一部を改正する法律（平

成二十五年法律第四十三号）第一条のうち道路交通法第百十七条の二の二中第四号

を第六号とし、第一号から第三号までを二号ずつ繰り下げ、同条に第一号及び第二

号として二号を加える改正規定の施行の日前である場合には、当該改正規定の施行

の日の前日までの間における第九条第一項の規定の適用については、同項中「同法

第百十七条の二の二第三号」とあるのは「同法第百十七条の二の二第一号」とする。 


